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Ⅰ 適用 

１．適用範囲 

本運用方針は、愛媛県土木部におけるＵＡＶ（無人航空機）（以下、ＵＡ

Ｖ）の利用・管理を対象とする。 

 

２．適用機体 

本運用方針におけるＵＡＶは、航空法第２条第２２項における無人航空機

を指すものとする。 

 

 

Ⅱ 利用・管理体制 

１．利用の流れ 

   『利用者』が利用計画及び利用報告書【様式１】により行う。 

  

２．利用・管理体制での役割 

２－１ 利用者 

（１）要件 

『利用者』は、土木部所属の正職員、かつ、技術企画室または農地整備

課が主催する講習会（座学・実技）等を受講し受講済登録をしているもの

に限る。 

（２）役割 

『利用者』は、利用を行う現地において安全を確保する責任を負う。 

 

２－２ 管理者 

（１）要件 

『管理者』は、地方局建設部・土木事務所のＵＡＶを所管する管理職と

する。 

県庁の場合は、技術企画室の管理職（主幹）とする。 

（２）役割 

『管理者』は、機体管理・危機管理について責任を負う。 

 

２－３ 総括管理者 

（１）要件 

『総括管理者』は、技術企画室長とする。 

（２）役割 

『総括管理者』は、土木部全体のＵＡＶの利用・管理を総括する責任を負
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う。このため、利用・管理の全体計画、機体の導入計画、方針等の作成・

改定、操縦者教育、危機管理のとりまとめ等を行う。 

 

 

Ⅲ 現地操作 

１.飛行時の体制 

飛行時の体制は、Ⅱ．２．２－１に定める利用の現場責任者である『利用者』、

機体の操作を行う『操縦者』、機体及び周辺状況等を確認し操縦者を補助する

『操縦補助者』、動画・静止画を撮影するとともに、ディスプレイの情報を『操

縦者』並びに『操縦補助者』に伝える『カメラ制御者』で行うものとする。 

ただし、『利用者』は、『操縦者』、『操縦補助者』、『カメラ制御者』のいずれ

かを兼ねることができるものとする。 

 なお、施工中の現場、被災箇所などで、看板、コーンの設置等により、第三 

者の立入りが制限されている場所における飛行のうち、特定飛行（航空法１３ 

２条の８５第一項各号に掲げる空域における飛行又は前条第２項各号に掲げ 

る方法のいずれかによらない飛行）に該当しない場合、または、ドローン操作 

と並行してＷｅｂ会議アプリを使用しない場合は、『操縦者』、『カメラ制御者』 

の２名体制とできるものとする。 

 ２名体制とする場合は、『利用者』が利用計画にその理由を記載し、事前に 

『管理者』の承認を得るとともに、飛行前、飛行中に第三者の立入りを確認し 

た場合は、ただちに飛行を中止するものとする。 

※立入り制限されている場所に該当するかの判断がつかない場合や、Ｗｅｂ会 

議以外のアプリを同時使用する場合は、総括管理者へ確認すること。 

※立入り制限されている場所の例 

 ・斜面崩壊により全面通行止めとなっている道路での撮影 

 ・当該箇所への進入路がなく、平時の利用状況からも人の立入りが想定でき 

ない河川での撮影 

 

２．飛行時の体制での役割 

２－１ 『操縦者』の役割 

  『操縦者』は、機体の操縦を行う。土木部所属の正職員、かつ、技術企画室

または農地整備課の講習会（座学・実技）等を受講し受講済登録した者に限る。 

 

２－２ 『操縦補助者』の役割 

  『操縦補助者』は、飛行範囲に第三者が立ち入らないよう注意喚起を行うと

ともに『操縦者』が安全に機体を飛行させることができるよう充分な性能を持
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つ双眼鏡を用いた機体姿勢の監視及び周辺状況等を観察し助言を行う。 

  また、『操縦補助者』は、技術企画室または農地整備課が主催する講習会（座

学・実技）等を受講し受講済登録した者に限る。 

 

２－３ 『カメラ制御者』の役割 

『カメラ制御者』は、利用目的を踏まえ、動画・静止画の切り替え、撮影等

カメラ操作を行うとともに、安全な飛行ができるようディスプレイの情報を

『操縦者』並びに『操縦補助者』に対し的確に伝える。 

また、『カメラ制御者』は、技術企画室、農地整備課の講習会（座学）等を受

講し登録した者に限る。※講習会（実技）を受講済でなくても可 

ただし、災害発生時等に一人の者が『操縦補助者』と『カメラ制御者』を兼

ねる場合は、講習会（座学・実技）等を受講し受講済登録した者に限る。 

 

 ３ 飛行の方法 

 ３－１ 飛行の範囲・方法 

飛行の範囲および方法は、以下のすべてを満足することとする。ただし、Ⅲ.

３．３－４ 例外利用として、国土交通大臣の許可・承認等を受けた場合はこ

の限りでない。 

なお、操縦者の飛行履歴が１０時間未満の場合の飛行範囲は、操縦者から概

ね水平距離１００ｍ、対地高度１００ｍ程度とする。 

・航空法で禁止された区域（航空法第１３２条の８５第１項各号）以外 

・航空法で認められている飛行方法（航空法第１３２条の８６第１項～第２

項） 

・小型無人機等飛行禁止法で禁止された区域以外 

※公園等においては、飛行禁止となっている場合もあるので、飛行前に管理

者等と協議するなど飛行可能かどうか把握しておくこと。 

 

 ３－２ 飛行の条件 

  飛行の条件は以下のとおりとし、『利用者』は、飛行前に飛行前後のチェッ

クシート【様式２】の飛行前チェック：気象条件・周辺環境等のチェック項目

の確認※を行い、該当がある場合は、飛行を中止する。 

※【様式２】の点検等は、『利用者』以外に『操縦者』、『操縦補助者』、『カメ

ラ制御者』等を含めた複数名で実施すること。 

・雨天でないこと。 

・目視の範囲が極めて制限される天候でないこと。 

・最大風速５．５ｍ/ｓ（風力３）未満であること。また、強風注意報が発令
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されていないこと。 

※飛行の条件以外に、Ⅳ.１.１－１.（１）飛行前点検（機器類）に異常が

ないことも確認すること。 

 

 ３－３ その他の安全配慮事項 

   その他、以下のとおり飛行の安全確保に必要な配慮を行う。 

   ・バッテリー残量を随時確認し、残量が３０％未満となった段階で速やかに

帰還操作を行う。 

   ・不要な低空飛行、急激な操作などを行わない。 

   ・近隣に家屋等がある場合は、プライバシーに十分な配慮を行う。 

   ・鉄塔・鉄道など、電波障害の原因になりうる施設の１００ｍ以内の飛行は

行わない。 

   ・鳥類営巣地の有無に留意し、鳥類に攻撃等の動向がみられた場合は、速や

かに飛行を中止する。 

   ・操縦前に風向や離着陸ポイント等の現地の状況を確認するとともに、風の

影響がみられる場合は、原則として着陸地点から風上に向けて機体を飛行

させ、バッテリー残量に余裕を持って飛行を終了する。 

   ・微風状態や無風状態の場合は、風向きと反対方向や斜めに着陸させるなど

ボルティックス・リング（セットリング）に注意する。 

   ・離着陸地点は、地表面で２ｍ×２ｍ、飛行箇所は上空で１０ｍ×１０ｍの

スペースを目安として選定する。 

   ・飛行経路上及びその周辺の空域において、航空機又は他の無人航空機と遭

遇する可能性が高い場合は、国土交通省の飛行情報共有システム

（https://www.fiss.mlit.go.jp/）で事前に確認を行うとともに、必要に

応じて飛行予定の情報を登録すること。 

   ・航空機又は他の無人航空機を確認したときは、その周辺の状況に応じて地

上に降下させる等、衝突を予防するための措置を直ちに行うこと。 

 

 

 ３－４ 例外利用 

 （１）例外的に認められる利用の範囲 

航空法第１３２条の８５（飛行の禁止空域）及び第１３２条の８６（飛行の

方法）の規定以外の飛行並びに事故・災害に際し、人命の捜索、救助のために

ＵＡＶを飛行させる場合については、利用に先立ち『総括管理者』に承諾を得

ること。 

 （２）国土交通大臣への許可等申請 
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    航空法第１３２条の８５（飛行の禁止空域）及び第１３２条の８６（飛行

の方法）の規定による許可等の申請については、申請者の飛行履歴等を技術

企画室に確認したうえで、各地方局建設部・土木事務所において行う。 

    なお、許可等を取得した場合は、すみやかに申請書類一式と許可・承認書

の写しを『総括管理者』へ提出するものとする。    

 （３）例外利用時に遵守すべき事項 

例外的に認められる利用の範囲で利用を行う場合は、本運用方針に加え、

国土交通省航空局標準マニュアルの最新版に基づくこと。 

 

 

Ⅳ 管理 

１．機体管理 

１－１ 機体の点検・整備 

（１）飛行前点検 

『利用者』は、飛行前の現地にて飛行前後のチェックシート【様式２】

の飛行前チェック：機器類のチェック項目の確認※を行い、異常のある場

合は、飛行を中止するとともに、点検等を行うよう『利用者』から『管理

者』に引き継ぐ。 

※【様式２】の点検等は、『利用者』以外に『操縦者』、『操縦補助者』、『カ

メラ制御者』等を含めた複数名で実施すること。 

（２）飛行中点検 

『利用者』は、飛行中に飛行前後のチェックシート【様式２】の飛行中

チェック：機器類のチェック項目の確認※を行い、異常のある場合は、飛

行を中止するとともに、点検等を行うよう『利用者』から『管理者』に引

き継ぐ。 

（３）飛行後点検 

『利用者』は、飛行後速やかに飛行前後のチェックシート【様式２】に

より機体の点検を行い、異常のある場合は、詳細点検等を行うよう『管理

者』に引き継ぐ。 

（４）保守作業 

『管理者』は、機体の機能を維持するために必要となる保守作業（清

掃・消耗品の購入交換等）を行う。 

    ※消耗品とは、本体・送信機以外のプロペラ、バッテリー等のこと 

（５）定期点検 

『管理者』は、機体の１０時間の飛行、または１２ヶ月毎にソフトウェ

アの設定情報、機体の劣化状況に関する点検を行う。 
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（６）メンテナンス作業 

『管理者』は、機体の５０時間の飛行、または２００回の飛行毎に専門

業者によるメンテナンス作業を行う。 

（７）更新作業 

『総括管理者』は、ファームウェアやフライトソフト等のアップデート

情報を把握し、適切なタイミングでファームウェアやフライトソフト等の

アップデートを行う。 

 

１－２ 利用・管理記録の整理 

（１）利用の報告 

『利用者』は、利用後、速やかに利用計画及び利用報告書【様式１】によ

り、『管理者』に利用報告を行うとともに、飛行前後のチェックシート【様式

２】を提出する。 

なお、【様式１】、【様式２】については、機体が更新されるまで保存するこ

と。 

（２）履歴の整理 

『管理者』は、『利用者』から提出された各種資料を基に、機体ごとに利用・

管理記録【様式３】により履歴を整理する。 

（３）履歴のデータベース化 

『管理者』は、利用・管理記録【様式３】を年度ごとに整理し、『総括管理

者』に翌年度の４月末までに提出する。 

『総括管理者』は『管理者』から提出された資料を基に、履歴のデータベ

ース化を行い、各種の管理及び例外利用に関する国土交通大臣許可等の申請

などに活用する。 

２．危機管理 

２－１ 損害保険 

   『総括管理者』は、ＵＡＶの衝突・墜落等による第３者被害が生じた場合に

備え、対人・対物賠償責任保険に加入する。 

   また、『管理者』は、保険未加入状態でのＵＡＶ利用が行われないよう、機

体を管理する。 

 

２－２ 非常時の対応 

ＵＡＶ利用の際に人の死傷、第三者の物件の損傷、飛行中の機体の紛失航空

機との衝突・接近が発生した場合は、『利用者』の責任においてけが人等の救護

措置及び二次災害防止を行い、ただちに『管理者』にその旨を報告する。 

また、必要に応じて所轄の消防署、警察署に報告する。 
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『管理者』は、ただちに『総括管理者』にその旨を報告するとともに、必要

に応じて賠償責任保険契約会社に連絡を行う。 

『総括管理者』は、速やかに国土交通省大阪航空局等まで、事故の報告（情

報提供）を行う。 

 

 

Ⅴ 教育訓練 

 １．教育訓練 

 １－１ 初級訓練（技術企画室または農地整備課が主催する講習会（座学・実技）

等） 

   安全な利用に関する基礎的な知識・技術について訓練する。 

   初級訓練を受講した者は、『利用者』、『操縦者』、『操縦補助者』、『カメラ制

御者』として受講内容ごとに受講済登録することができる。 

   なお、上記以外の講習会の受講等により受講済登録したい場合は、『総括管

理者』にその講習会の内容等が分かる資料を付して、登録を申請すること。 

 

 １－２ 有効期限 

   登録の有効期限は受講日（座学と実技の受講日が異なる場合はその遅い方）

より３ヶ年とし、再登録する場合は、初級訓練を再度受講するものとする。 

   ただし、土木部、農地整備課、漁港課において、『操縦者』、『操縦補助者』、

『カメラ制御者』のいずれかの役割として一定の利用実績（有効期限３ヶ年中 

１回以上/年）がある場合は、初級訓練を受講したものとみなすことができる

ものとする。 

    

Ⅵ その他 

  本運用方針は、関係法令等の制定や改定、社会の動向、運用に伴い得られた知

見等を踏まえ、不断に見直す。 

  本運用方針に定めのないことは、技術企画室と相談のうえ、運用を決定する。 

 

附  則 

この運用方針は、平成２９年１０月 ２日から施行する。 

        平成３０年 ６月１２日 一部改正 

        令和 ２年 ３月１６日 一部改正 

        令和 ４年１０月２０日 一部改正 

        ただし、本改正内容は令和４年４月から適用する。 

        令和 ５年 ９月１２日 一部改正 


